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１． 内航船によるフィーダーコンテナ輸送実績調査結果について 

日本内航海運組合総連合会 安定・効率輸送推進委員会 フィーダーコンテナワーキング・グル

ープにおいては、内航海運事業者、旅客フェリー（長距離フェリー）事業者を対象に、2012 年

から毎年度の輸送実績の調査を行ってきた。 

今年度の調査については、2024 年 4 月～5 月の期間において、調査対象事業者 9 社に対し

て輸送実績の調査を行った。 

また、物流の 2024 年問題を受け、今年度より、内貿コンテナ貨物輸送調査についても実施し

た。 

本章では、内航船によるフィーダーコンテナ輸送実績調査結果について示す。 

(1) 回答について 

調査を依頼した 9 社（2022 年度 10 社）のうち、9 社から回答を得られた。 

(2) 船種について 

コンテナ専用船 41 隻（2022 年度 40 隻）一般貨物船 6 隻（2022 年度 7 隻）、フェリー4 隻

（2022 年度 7 隻）、RORO 船 7 隻（2022 年度 7 隻）であり、合計 58 隻（2022 年度 61

隻）となり、前年度比で 3 隻減少の 95％となった。 

表 １.１  船種別隻数 

 

図 １.１  船種別隻数割合 

 

 

2023年度 2022年度

コンテナ専用船 41隻 40隻 103%

一般貨物船 6隻 7隻 86%

フェリー 4隻 7隻 57%

RORO船 7隻 7隻 100%

合計 58隻 61隻 95%

船種
隻数

前年度比



－ 2 － 

 

(3) 事業者名及び対象船舶について 

表 １.２  2023年度 事業者名及び対象船舶一覧(五十音順・2024年 3月現在） 

 

  

2023年度　

事業者名及び対象船舶一覧

船種 船型 隻数

一般貨物船 499型 1

コンテナ専用船 499型 1

一般貨物船 499型 5

コンテナ専用船 749型 7

コンテナ専用船 2,524型 1

コンテナ専用船 498型 3

コンテナ専用船 499型 7

コンテナ専用船 747型 1

コンテナ専用船 749型 13

コンテナ専用船 2,464型 1

コンテナ専用船 2,479型 1

コンテナ専用船 2,507型 1

コンテナ専用船 7,390型 1

コンテナ専用船 7,432型 1

コンテナ専用船 7,658型 1

コンテナ専用船 9,662型 2

一般貨物船 499型 (1)

RORO船 11,299型 2

コンテナ専用船 749型 (6)

フェリー 16,060 2

フェリー 16,300 2

RORO船 10,470型 1

RORO船 10,471型 1

RORO船 10,497型 1

RORO船 10,626型 2

（株）横浜コンテナライン*2 コンテナ専用船 749型 (1)

コンテナ専用船 499型 (2)

コンテナ専用船 749型 (1)

*1については鈴与海運（株）との共同運航であるため、隻数は鈴与海運（株）に含まれる。

*２については井本商運㈱からの専用配船であるため、隻数は井本商運㈱に含まれる。

*３については井本商運(株)との共同運航であるため、隻数は井本商運(株)に含まれる。

マツダロジスティクス(株)*3

井本商運(株)

鈴与海運(株)

近海郵船(株)*1

阪九フェリー(株)

日本通運㈱

(五十音順・2024年3月現在）

事業者名
対象船舶

(株)ユニエックスNCT
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(4) 過去 5 年間の輸送実績推移  

2023 年度のフィーダーコンテナの輸送量は 807,473 TEU で前年度の輸送量と比べ 10％減

の 90％となった。このうち実入コンテナは 556,667TEU で前年度比 3％減の 97％、空コン

テナは 250,806 TEU で前年度比 24％減の 76％であった。調査開始の 2009 年度の実績を

100 とする指数で表示すると、合計指数は 141、実入指数は 159、空指数は 114 となってい

る。輸送に関わる船腹量については、以下の棒グラフに示す通り 2021 年度水準となり 58 隻

となった。 

表 １.３  輸送実績の推移（単位：TEU） 

種別/年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 前年度比 

実入 578,864 481,854 514,053 571,377 556,667 97% 

空 296,503 250,993 295,024 328,655 250,806 76% 

実入指数 165 137 147 163 159 97% 

空指数 135 114 134 149 114 76% 

合計 875,367 732,847 809,077 900,032 807,473 90% 

合計指数 153 128 142 158 141 90% 

隻数 65 62 58 61 58 95% 

 

図 ２.１  輸送実績指数及び隻数の推移 
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(5) 地域別輸送量の推移 

①  取扱量（積揚合計）の推移 

2023 年度の内航フィーダーコンテナの取扱量（積と揚の合計）は 1,614,946TEU で前年度

比 90％となった。 

地域毎の割合を見ると関西が全体の 32％を占め、次いで関東が 22％、中国が 12％と続いて

いる。前年度比で北海道、東北、中部、九州、関西は増加し、沖縄、四国、北陸、中国、関

東が減少した結果、ここ 5 年間で見れば 2021 年度水準に次ぐ輸送量となった。 

 

表 １.４  地域別輸送量の推移（単位：TEU） 

積揚合計 2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 前年度比 割合 

北海道 53,500 54,500 59,956 39,661 53,799 136% 3% 

東北 136,287 115,030 127,070 111,897 144,414 129% 9% 

関東 365,953 338,921 361,359 504,257 359,920 71% 22% 

中部 115,091 121,076 150,278 100,485 125,589 125% 8% 

北陸 0 0 599 32,835 16,260 50% 1% 

関西 565,086 451,669 493,653 504,180 511,864 102% 32% 

四国 98,836 107,988 107,165 129,202 59,160 46% 4% 

中国 297,385 155,663 165,328 235,626 198,668 84% 12% 

九州 118,596 120,847 152,696 141,494 145,266 103% 9% 

沖縄 0 0 50 427 6 1% 0% 

合計 1,750,734 1,465,694 1,618,154 1,800,064 1,614,946 90% 100% 

 

＊同一のコンテナを積と揚でそれぞれカウントしているため、輸送量の２倍になる。 
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② 積地別の推移 

前年度比で九州、中部、北海道、中国、東北については増加が見られた一方、沖縄、四国、

北陸、関東、関西は減少となった。とりわけ、九州については約 3 倍と高い伸びが見られた。 

 

表 １.５  積地別輸送量の推移（単位：TEU） 

積地 2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 前年度比 割合 

北海道 30,074 33,394 31,789 19,618 28,617 146% 4% 

東北 68,839 58,377 64,025 72,608 74,214 102% 9% 

関東 167,994 166,782 189,813 261,232 170,775 65% 21% 

中部 70,431 61,819 70,010 45,145 68,388 151% 8% 

北陸 0 0 247 20,479 8,604 42% 1% 

関西 279,484  225,664  242,144  288,323  256,592  89% 32% 

四国 50,945  55,386  57,213  71,659  29,458  41% 4% 

中国 146,097 73,356 76,415 95,404 97,519 102% 12% 

九州 61,503 58,069 77,401 25,137 73,302 292% 9% 

沖縄 0 0 20 427 4 1% 0% 

合計 875,367 732,847 809,077 900,032 807,473 90% 100% 

 

③ 揚地別の推移 

前年度比で東北、北海道、関西、中部は増加が見られた一方、沖縄、四国、九州、北陸、中

国、関東は減少した。 

表 １.６  揚地別輸送量の推移（単位：TEU） 

揚地 2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 前年度比 割合 

北海道 23,426 21,106 28,167 20,043 25,182 126% 3% 

東北 67,448 56,653 63,045 39,289 70,200 179% 9% 

関東 197,959 172,139 171,546 243,025 189,145 78% 23% 

中部 44,660 59,257 80,268 55,340 57,201 103% 7% 

北陸     352 12,356 7,656 62% 1% 

関西 285,602  226,005  251,509  215,857  255,272  118% 32% 

四国 47,891  52,602  49,952  57,543  29,702  52% 4% 

中国 151,288 82,307 88,913 140,222 101,149 72% 13% 

九州 57,093 62,778 75,295 116,357 71,964 62% 9% 

沖縄 0 0 30 0 2 - 0% 

合計 875,367 732,847 809,077 900,032 807,473 90% 100% 
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(6) 港別取扱量（積揚の合計）の前年度との比較 

神戸港が前年度比 6％減となったものの 1 位に付け、横浜港も 2 位を維持した。仙台港が 3

位、東京港が 4 位と順位が逆転し、広島港は 5 位で変わらず。7 位→6 位の清水港、8 位→

7 位の博多港、前年 6 位→8 位の苫小牧港と続く。前年度は大阪港、新居浜港がランクイン

していたが、今年度は名古屋港、志布志港の 2 港と入れ替わる結果となった。 

表 １.７  港別取扱量（2023年度 【積+揚】輸送量，単位：TEU） 

ランク 港名 2023 年度計 積/実入 積/空 揚/実 揚/空 前年度比 前年度 

1 位 神戸 454,485 147,749 70,850 180,317 55,569 94% 483,204 

2 位 横浜 224,459 78,612 25,601 75,957 44,289 87% 257,168 

3 位 仙台 115,796 41,305 17,287 40,510 16,694 101% 114,728 

4 位 東京 113,644 31,512 24,075 56,426 1,631 94% 120,548 

5 位 広島 96,816 43,893 1,754 19,597 31,572 90% 108,152 

6 位 清水 68,804 36,173 4,053 15,995 12,583 91% 75,522 

7 位 博多 55,860 20,753 5,429 24,470 5,208 84% 66,622 

8 位 苫小牧 53,555 9,089 19,408 20,866 4,192 65% 82,618 

9 位 名古屋 35,642 17,009 372 5,203 13,058 102% 34,840 

10 位 志布志 30,313 7,871 8,395 13,133 914 107% 28,342 

10 位まで 1,249,374 433,966 177,224 452,474 185,710 90% 1,392,746 

11 位以下 365,572 122,701 73,582 104,193 65,096 90% 407,318 

計 1,614,946 556,667 250,806 556,667 250,806 90% 1,800,064 

 

＊2022 年度データについて今回修正があり、前回発表時から内容が変更となっている。 

表 １.８  港別取扱量（2022年度 【積+揚】輸送量，単位：TEU） 

ランク 港名 2022 年度計 積/実入 積/空 揚/実入 揚/空 前年度比 前年度 

1 位 神戸 483,204 122,867 103,497 197,692 59,148 112% 431,712 

2 位 横浜 257,168 104,969 26,123 62,691 63,385 119% 216,841 

3 位 東京 120,548 33,263 32,374 51,785 3,126 130% 92,833 

4 位 仙台 114,728 40,174 18,500 37,454 18,600 110% 103,922 

5 位 広島 108,152 45,342 1,036 15,772 46,002 139% 77,534 

6 位 苫小牧 82,618 9,985 28,672 37,838 6,123 138% 59,877 

7 位 清水 75,522 29,431 9,853 23,193 13,045 105% 71,992 

8 位 博多 66,622 18,850 11,094 33,036 3,642 117% 56,971 

9 位 大阪 45,121 5,415 28,827 7,737 3,142 99% 45,621 

10 位 新居浜 39,063 17,539 3,121 4,029 14,374 107% 36,634 

10 位まで 1,392,746 427,835 263,097 471,227 230,587 117% 1,193,937 

11 位以下 407,318 143,542 65,558 100,150 98,068 96% 424,217 

計 1,800,064 571,377 328,655 571,377 328,655 111% 1,618,154 
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図 １.２  2023年度 【積+揚】輸送量割合 

 

 

 

 

(7) 各事業社からの特記事項 

 

➢ 大井⇔仙台・・・コロナ影響による自動車部品生産減少からの回復による取扱い物量増。 

   大井発空コン回送回避（他港からの回送増）による空コン取扱量減。 

  

➢ 輸入コンテナ量の減少から内航船による空コンテナの回送輸送が大幅減少した。 

 

➢ トレーラーシャーシによる輸送がメインであり、コンテナでの内貿貨物はほとんどありませ

ん。 
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２． 内航フィーダー概況トピックス 

➢ 2023 年度内航フィーダー輸送量（807,473TEU）は、前年度がコロナ禍からの回復並び

に自動車部品の供給制約の解消を受けて増加となったものの一転し、減少となった。前年

度比で実入り 97％、空 76％、合計で 90％となった。過去との比較においては 2021 年度

（809,077TEU）に次ぐ水準となった。 

 

➢ 実入り貨物減少要因の一つとして、2023 年 8 月に福島第一原子力発電所の処理水海洋放

出を受けて、放出に反対する中国政府は日本産水産物の輸入を全面的に停止したことも、

貨物量の減少に影響を及ぼすこととなった。 

 

➢ また、空コンテナの国内間送については、中国・アジア諸国からの輸出が落ち着きを見せ

たことにより、母船での日本主要港への供給量が回復したため、内航コンテナ船による国

内ポジショニングが減少したと考えられる。 
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３． 韓国フィーダーの現況（未更新）（BPA のデータが更新されていないため前年度の内容を掲載） 

 

 

図 ３.１ 内航フィーダーと釜山フィーダーの輸送量（出典：釜山港湾公社（BPA）） 

（内航フィーダーは年度実績、釜山フィーダーは暦年実績） 

※最新のデータは釜山港湾公社（BPA）：https://busanpa.com/eng/Board.do?mCode=MN0043 

 

2022 年（1 月～12 月）の釜山フィーダーの輸送量は 1,788 千 TEU で、前年に比べて 4.2％増

加したが、2022 年度の内航フィーダー輸送量が前年度比約 12％増の 909 千 TEU で、釜山フィ

ーダーを上回る輸送量増加となり、両者の差は 1.97 倍と前年に続いて縮小した。 

 

釜山港での 2022 年（1 月～12 月）のコンテナ貨物取扱総量は前年比 2.8％減の 22,078 千 TEU

と 2 年ぶりに減少に転じた。ロシアによるウクライナ侵攻を発端とする原油高や世界経済の減

速等によるものと考えられる。 

 

釜山港の TS 貨物は、日本は中国、米国に次いで第 3 位のコンテナ取扱量となったが、米国と

概ね同水準で推移していることに変化はない。2022 年の日本の TS 貨物は 4.2％増の 1,788 千

TEU となっている。 

 

韓国国内で取り扱う外貿コンテナ貨物量は、年間約 3000 万 TEU で、そのうち釜山港の取扱

量は 2207 万 TEU（22 年）。国内で取り扱う外貿貨物の 7 割以上が同港を利用していることに

なる。 

 

釜山港全体の貨物量に着目すると、TS 貨物が 54%、輸出入貨物が 46%。TS、輸出入貨物の

両方で年間 1000 万 TEU 以上の貨物取り扱いがある。 

 

https://busanpa.com/eng/Board.do?mCode=MN0043
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４． 内貿コンテナ貨物輸送調査結果について  

 今回よりフィーダーコンテナ輸送の対象事業者に対して報告をお願いした結果、3 社から回答を得た。内貿貨

物調査も実施した結果、輸送量は 49,578TEU となり積地・揚地別による集計した結果は以下となった。また、

当初想定していた 12 フィート、31 フィート、その他フィートのコンテナは実績がなかった。 

 

表 ４.９内貿貨物調査結果（積地別、単位：TEU、40‘は 2 倍で換算）

 

 

 

表 ４.１０内貿貨物調査結果（揚地別、単位：TEU40‘は 2 倍で換算） 

 

積地地域 20’実入り 40’実入り 実入り計 20’空 40’空 空計 20’計 40’計 計

北海道 1,045 856 1,901 97 3,012 3,109 1,142 3,868 5,010

東北 3 240 243 309 0 309 312 240 552

関東 5,737 3,000 8,737 3,579 354 3,933 9,316 3,354 12,670

中部 466 2,596 3,062 579 210 789 1,045 2,806 3,851

北陸 28 30 58 1,705 24 1,729 1,733 54 1,787

関西 400 1,856 2,256 4,709 4,142 8,851 5,109 5,998 11,107

四国 0 180 180 230 2,812 3,042 230 2,992 3,222

中国 6,146 1,522 7,668 1,615 828 2,443 7,761 2,350 10,111

九州 345 268 613 645 10 655 990 278 1,268

計 14,170 10,548 24,718 13,468 11,392 24,860 27,638 21,940 49,578

揚地地域 20’実入り 40’実入り 実入り計 20’空 40’空 空計 20’計 40’計 計

北海道 351 2,836 3,187 703 182 885 1,054 3,018 4,072

東北 293 0 293 3 2 5 296 2 298

関東 5,862 3,114 8,976 2,512 3,116 5,628 8,374 6,230 14,604

中部 287 126 413 639 18 657 926 144 1,070

北陸 1,532 52 1,584 13 24 37 1,545 76 1,621

関西 1,861 2,214 4,075 1,737 5,462 7,199 3,598 7,676 11,274

四国 11 96 107 386 1,224 1,610 397 1,320 1,717

中国 3,439 1,594 5,033 6,587 1,078 7,665 10,026 2,672 12,698

九州 534 516 1,050 888 286 1,174 1,422 802 2,224

計 14,170 10,548 24,718 13,468 11,392 24,860 27,638 21,940 49,578


























